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金融庁が要請する有価証券報告書の定時株主総会前提出 
－全上場企業に対する段階的な取組の推進－ 

 

板津 直孝 

 

▮ 要 約 ▮ 

1. 金融庁は、2025 年 3 月、定時株主総会前の有価証券報告書の提出について、全

上場企業に対する要請を行った。有価証券報告書は、企業情報の開示の質と適

時性を高める観点から、本来、定時株主総会の 3 週間以上前に提出されること

が最も望ましい。しかし、上場企業の 9 割以上が、定時株主総会の同日又は数

日後に提出している。金融庁は現状を踏まえ、まずは、有価証券報告書を定時

株主総会の前日ないし数日前に提出することを要請した。 
2. 有価証券報告書の定時株主総会前提出は、現行法上、既に可能となっている。

しかし、決算日を議決権行使基準日とする旧商法に基づく実務慣行が続いてい

るため、決算日から定時株主総会までの期間が短い。また、会社法に基づく事

業報告等と金融商品取引法に基づく有価証券報告書の一元化が進展していない

ため、報告企業にとって法定開示書類の作成及び監査のための時間的余裕を確

保することが難しく、実務上の課題となっている。 
3. 金融庁は段階的に実現可能な方法として、「現行実務の拡大」、「有価証券報

告書の前倒し提出」、「定時株主総会の後倒し開催」、「決算期の前倒し」を

示した。「現行実務の拡大」は、金融庁が今般要請した暫定的な方法である。

他の 3 つは、定時株主総会の 3 週間以上前に提出する方法であり、事業報告等

と有価証券報告書の一体開示が重要なポイントとなる。 
4. 有価証券報告書には、投資家が高い関心を寄せる「監査上の主要な検討事項

（KAM）」などの情報が含まれている。定時株主総会前提出が実現すれば、

情報の透明性が向上し、株主提案内容がより明確になることなどが期待され

る。報告企業は、有価証券報告書の定時株主総会前提出によりさまざまな影響

を受けると考えられるため、財務報告プロセスや定時株主総会の運営などにつ

いて、総合的に社内体制を評価することが重要である。 
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Ⅰ 上場企業における有価証券報告書の提出の現状 

金融庁は、2025年 3月、定時株主総会前の適切な情報提供について、全上場企業に対す

る要請を行った1。上場企業は、投資家が定時株主総会の前に有価証券報告書を確認でき

るよう、可能な限り配慮することが望ましいからである。有価証券報告書には、投資家が

投資の意思決定を行う際に有用な情報が豊富に含まれている。しかし、上場企業の多くは、

定時株主総会後に有価証券報告書を財務局長へ提出しているのが現状である。2023年 4月

期から 2024 年 3 月期の有価証券報告書については、上場企業の 9 割以上が、定時株主総

会の同日又は数日後に、有価証券報告書を提出している（図表 1）。 

  図表 1 有価証券報告書の提出状況（2023 年 4 月期～2024 年 3 月期） 

 総会同日 総会＋1 日 総会＋2 日 総会＋3 日 

企業数 1,750 社 1,571 社 104 社 297 社 

累計比率 45% 85% 88% 95% 
（出所）金融庁「有価証券報告書の定時株主総会前の開示に向けた環境整備に関する連絡協議会（第 2 回）事務

局説明資料」2025 年 3 月 18 日より野村資本市場研究所作成 

 

欧米諸国では、定時株主総会の概ね 1 か月以上前に、年次報告書を提出するのが一般的

である。そのため、海外機関投資家からは日本企業に対し、企業情報開示の質と適時性を

高める観点から、定時株主総会の 3 週間以上前に、有価証券報告書の開示を求める声が強

くなっている。投資家が十分な情報を得た上で議決権行使を行うためには、定時株主総会

の前に一定の期間が必要となるからである。 

しかし、有価証券報告書を定時株主総会前に提出している日本の上場企業は、限定的で

ある上に、2023 年 4 月期から 2024 年 3 月期の有価証券報告書については、定時株主総会

前に提出している場合でも、定時株主総会の数日前であることが多く、1 週間以上前の提

出は、18 社のみとなっている（図表 2）。 

図表 2 定時株主総会前提出の実施状況（2023 年 4 月期～2024 年 3 月期） 

 1 日前 2 日前 3 日前 4 日前 5 日前 6 日前 7 日前 10 日以上前 

企業数 11 社 12 社 4 社 2 社 3 社 7 社 9 社 9 社 
（出所）金融庁「有価証券報告書の定時株主総会前の開示に向けた環境整備に関する連絡協議会（第 2 回）事務

局説明資料」2025 年 3 月 18 日より野村資本市場研究所作成 

 

有価証券報告書は、本来、定時株主総会の 3 週間以上前に提出されることが最も望まし

いが、現状を踏まえると、上場企業の多くが直ちに対応するには、実務上の課題が存在す

る。金融庁は今般、全上場企業への要請に当たって、有価証券報告書を定時株主総会前の

 
1  金融庁「株主総会前の適切な情報提供について（要請）」2025 年 3 月 28 日。 
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望ましい時期に提出する取組を進めるための第一歩として、まずは、有価証券報告書を定

時株主総会の前日ないし数日前に提出することを要請した。 

本稿では、有価証券報告書の定時株主総会前提出に向けて、実務上の課題を考察し、金

融庁が推進する段階的な取組について概説する。 

 

Ⅱ 定時株主総会前提出に係る現行法と実務上の課題 

１．現行法で既に可能となっている定時株主総会前提出 

有価証券報告書の定時株主総会前提出は、2009 年 12 月に、「企業内容等の開示に関す

る内閣府令」が改正されたことにより、金融商品取引法上、既に可能となっている。同改

正は、投資家に対する経営者の説明責任の徹底の観点から、有価証券報告書を定時株主総

会への報告事項にすることを目的としている。 

日本の上場企業に対する法定開示書類には、会社法に基づく事業報告及び計算書類等

（以下、事業報告等）と金融商品取引法に基づく有価証券報告書がある。改正前では、有

価証券報告書の添付書類として、定時株主総会で「承認又は報告した」事業報告等が求め

られていた。会社法では、定時株主総会で提出する必要がある事業報告等のうち、計算書

類は定時株主総会の承認を受ける必要があるが、会計監査人設置会社では、計算書類につ

いて、すべての重要な点において適正であるとする無限定適正意見が示され、監査役等が

会計監査人の監査の方法及び結果を相当と認めた場合には、報告で足りると定めている。 

改正前の当該規定の存在が、有価証券報告書の定時株主総会前提出の制約となっていた

ことから、有価証券報告書の添付書類として、定時株主総会において承認又は報告した事

業報告等に加えて、定時株主総会において「承認又は報告しようとする」事業報告等が追

加された。なお、有価証券報告書を定時株主総会前に提出した場合において、定時株主総

会の決議事項が修正又は否決されたときは、臨時報告書においてその旨及び内容の記載が

求められる。 

 

２．実務上の課題：決算日から定時株主総会までの期間 

有価証券報告書の提出期限は、内国法人にあっては、原則として事業年度経過後 3 か月

以内と定められている（金融商品取引法第 24 条）。定時株主総会の開催期限については、

特に定めはなく、開催時期について、毎事業年度の終了後一定の時期と定められているだ

けである（会社法第 298 条）。したがって、有価証券報告書の提出期限及び定時株主総会

の開催期限などに関する現行法は、有価証券報告書の定時株主総会の 3 週間以上前の提出

に関して、大きな妨げになるものではないと言える。 

しかし、上場企業の多くは、決算日を、株主としての権利を行使すべき者を定めるため

の一定の日（会社法第 124 条第 1 項）である議決権行使基準日及び配当基準日として、定
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款や取締役会で定めている。基準日株主が行使することができる権利は、基準日から 3 か

月以内に行使するものに限られるため（会社法第 124 条第 2 項）、決算日から 3 か月以内

に定時株主総会を開催することになる。 

上場企業の多くは、決算日を基準日として定めており、定時株主総会の開催期限と有価

証券報告書の提出期限が、共に決算日から 3 か月以内となっていることから、期限間近に

有価証券報告書を提出している。金融庁が定時株主総会の 3 週間以上前の提出を直ちに要

請することは、決算日から定時株主総会までの期間が短いことにより、開示に係る作成負

担が大きく、監査法人との調整などが困難になる可能性がある。 

上場企業の多くが決算日を基準日として定める背景には、旧商法に基づく利益処分の考

え方が実務慣行として続いていることなどがある。株主に対する配当については、旧商法

では、「利益の配当」として、各事業年度の決算で確定した利益を定時株主総会における

「利益処分案」の決議を経て配当するという手続きがとられていた（旧商法第 283 条第 1

項）。2005年 6月に会社法が制定されたことにより、旧商法の利益処分案は廃止された。

会社法では、各事業年度の決算で確定した利益の処分による利益の配当という考え方では

なく、定時株主総会だけでなく、臨時株主総会でも、「剰余金の配当」に関する議案の承

認を経て、剰余金の配当の効力発生日における剰余金の分配可能額の範囲であれば、事業

年度中、複数回の配当を行うことが可能となった（会社法第 454 条）。したがって、会社

法の制定により、基準日を決算日とする必然性はなくなったと言えるが、実際にはこの慣

行が維持されている。 

 

３．実務上の課題：法定開示書類の一元化 

定時株主総会の 3 週間以上前の提出に関して、もうひとつの実務上の課題は、事業報告

等と有価証券報告書の一元化が進展していないことがある。一元化が進展していないこと

により、同一企業の同一決算内容について、事業報告等と有価証券報告書の 2 つの異なる

様式の開示書類を作成し、2 つの監査報告が求められている。 

しかし、現行法上、会社法と金融商品取引法の両方の要請を満たす 1 つの法定開示書類

を作成して、定時株主総会前に開示することは既に可能となっている2。内閣官房、金融

庁、法務省、経済産業省は、2018 年 12 月、「事業報告等と有価証券報告書の一体的開示

のための取組の支援について」を公表した。事業報告等と有価証券報告書を一元化し、

「有価証券報告書兼事業報告書」という一体書類名で、同時に開示する「一体開示」の考

え方が示された。事業報告等と有価証券報告書の一元化を図り、一体開示を実施すること

により、法定開示書類の作成の効率性や合理性が高まり、企業の作成負担と監査対応の負

担が軽減され、日程に関する実務上の課題解決に、一定の効果があると言える。しかしな

がら、一元化・一体開示の進展にも時間が掛かっているのが実情である。 

 
2  板津直孝「事業報告等と有価証券報告書の一体開示―大きな効果が期待される統合的な情報開示―」『野村

資本市場クォータリー』 2021 年夏号参照。 
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Ⅲ 金融庁が示す定時株主総会前提出の実現方法 

金融庁は、有価証券報告書の定時株主総会前提出を実現する方法として、現行法上可能

な 4 つの方法である、「① 現行実務の拡大」、「② 有価証券報告書の前倒し提出」、

「③ 定時株主総会の後倒し開催」、「④ 決算期の前倒し」を示した。①は、定時株主総

会前提出の取組を進めるための第一歩として、金融庁が今般要請した方法である。他の 3

つは、投資家が十分な情報を得た上で議決権行使を行えるようにするために、有価証券報

告書を定時株主総会の 3 週間以上前に提出する方法であり、事業報告等と有価証券報告書

の一体開示が重要なポイントとなる。 

 

１．現行実務の拡大 

「① 現行実務の拡大」は、現行実務を拡大して、有価証券報告書を定時株主総会の前

日ないし数日前に提出を実現する方法である（図表 3）。 

図表 3 現行実務の拡大（3 月期決算の場合） 

 12 月末 3 月末 4 月末 5 月末 6 月末 7 月末 9 月末  

    
   

 

（注） 事報：事業報告等、有報：有価証券報告書、総会：定時株主総会。 
（出所）金融庁「有価証券報告書の定時株主総会前の開示に向けた環境整備に関する連絡協議会（第 2 回）事務

局説明資料」2025 年 3 月 18 日より野村資本市場研究所作成 

 

同実現方法では、議決権行使基準日及び配当基準日は決算日のままであり、定時株主総

会の開催日の変更もない。 

上場企業の 9 割以上が、定時株主総会の同日又は数日後に、有価証券報告書を提出して

いる現状においては、まずは、有価証券報告書の提出後に定時株主総会を開催するという

意識が、上場会社に広く浸透することが重要になる。ただし、同実現方法は、投資家が十

分な情報を得たうえで議決権行使を行うには、有価証券報告書の提出から定時株主総会ま

での期間が短いため、定時株主総会前提出を推進するための第一歩という位置づけになる

ものの、一定の意義はあると言える。 

事業報告等と有価証券報告書の一体開示は、開示時期が異なるため困難であるが、開示

書類の記載を共通化し、法定開示書類の一元化を図ることは可能である。同一元化は、事

業報告等と有価証券報告書を一体の書類として、「有価証券報告書兼事業報告書」を作成

し、提出日は現行のまま別々に行うことを前提とする。法定開示書類の完全な一元化を図

らずとも、部分的な一元化により、法定開示書類作成の作業の効率化及び合理化が図られ、

法定開示書類の作成及び監査対応に関わる期間の短縮化に、一定の効果があると考えられる。 

基準日 
有報 

事報 総会 

1 日以上前提出 
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部分的な一元化を図る企業の対応としては、例えば、定時株主総会招集通知の発送期限

までに、一体書類のうち有価証券報告書の一部事項の作成が未完了の場合、定時株主総会

前に未完了の事項を含まない書類を事業報告等として開示する。その後、有価証券報告書

の全事項の作成を完了した上で、一体書類を有価証券報告書として開示することなどが考

えられる。部分的な一元化は、定時株主総会前提出を実現する上での段階的な取組として、

有用であると考えられる。 

 

２．有価証券報告書の前倒し提出 

「② 有価証券報告書の前倒し提出」は、基準日及び定時株主総会の開催日を変更せず

に、有価証券報告書を定時株主総会の 3 週間以上前に提出する方法である（図表 4）。 

図表 4 有価証券報告書の前倒し提出（3 月期決算の場合） 

12 月末 3 月末 4 月末 5 月末 6 月末 7 月末 9 月末 

   
   

  

（出所）金融庁「有価証券報告書の定時株主総会前の開示に向けた環境整備に関する連絡協議会（第 2 回）事務

局説明資料」2025 年 3 月 18 日より野村資本市場研究所作成 

 

現行のスケジュールのままでの前倒し提出は、一般的に困難であると考えられることか

ら、有価証券報告書の作成及び監査対応に関わる期間の短縮化を図るために、法定開示書

類の一体開示の導入を実現させることが非常に重要になる。 

一体開示への移行期では、現状の法定開示書類作成のスケジュールや業務分担の見直し

などが必要になる。スケジュールなどの見直しの結果、特定の期間に作業が集中し、定時

株主総会招集通知の発送前の作業負荷が増大することに、企業及び監査人がともに留意す

る必要がある。 

有価証券報告書兼事業報告書の作成に当たっては、より詳細な開示規則である金融商品

取引法の「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（財務諸表等規則）及び

「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（連結財務諸表規則）をベース

に財務諸表及び連結財務諸表を作成し、会社法においても基本的にそれらを計算書類とし

て利用する方法が最も利便性が高い。これは、会社法の会社計算規則は、勘定科目の表示

についての自由度が高く、計算書類及び連結計算書類を金融商品取引法の財務諸表等規則

及び連結財務諸表規則に従って作成したとしても、問題が生じないと考えられるためであ

る。財務諸表の表示科目等に関わる共通化に当たっては、日本公認会計士協会（JICPA）

が2017年8月に公表した、「事業報告等と有価証券報告書の一体的開示についての検討」

が参考になる。 

  

基準日 
有報 

事報 総会 

3 週間以上前提出 

一体開示可能 
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実際に記載内容の共通化を行う場合、前事業年度と異なる勘定科目名、財務諸表の表示

及び注記の記載をするため、企業会計基準第 24 号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（過年度遡及会計基準）の取扱いを確認する必要がある。同基準第 13 項で

は、表示方法について、① 表示方法を定めた会計基準又は法令等の改正により表示方法

の変更を行う場合、② 会計事象等を財務諸表により適切に反映するために表示方法の変

更を行う場合のいずれかを除き、原則として、毎期継続して適用するとしている。 

一体開示の取組は、関係省庁が協議し、企業が任意に適用できるように推進されている。

このため、JICPA は、現行法の枠内で記載内容の共通化を実施する場合は、企業と監査人

で協議の上、一体開示に向けた表示方法の変更の内容が、会計事象等を財務諸表により適

切に反映すると判断されれば、表示方法の変更は可能であるとしている。 

法定開示書類の一体開示は、企業の監査対応においても効果が期待される。JICPA が

2021 年 1 月 18 日に公表した、「事業報告等と有価証券報告書の一体開示に含まれる財務

諸表に対する監査報告書に関する研究報告」では、一体書類において作成される財務諸表

に記載される情報は、会社法及び金融商品取引法ごとに区分せず、不可分な情報として取

り扱うことが合理的であるとしている。そのため、一体書類に含まれる財務諸表を不可分

なものとして取り扱い、それぞれの監査においても財務諸表全体に対して監査意見を述べ

ることとしている。一体監査報告書においては、財務諸表監査に関して、監査の根拠法令

ごとに区分を設けずに単一区分とし、監査実施の根拠法令を並列して記載した上で、会社

法及び金融商品取引法のそれぞれの監査について共通の記載を行い、単一かつ共通の監査

意見を、一体の書類として作成された財務諸表に対して監査意見を表明する。同研究報告

では、一体監査報告書の文例を提示している。 

 

３．定時株主総会の後倒し開催 

「③ 定時株主総会の後倒し開催」は、基準日を後倒しすることにより、定時株主総会

の開催日を事業年度経過後最大 6 か月まで延長する方法である（図表 5）。 

図表 5 定時株主総会の後倒し開催（3 月期決算の場合） 

 12 月末 3 月末 4 月末 5 月末 6 月末 7 月末 9 月末  

    
   

 

（出所）金融庁「有価証券報告書の定時株主総会前の開示に向けた環境整備に関する連絡協議会（第 2 回）事務

局説明資料」2025 年 3 月 18 日より野村資本市場研究所作成 
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最大 6 か月までの延長の根拠は、法人税法の定めによる。内国法人が会計監査人を置い

ている場合で、かつ、定款等の定めにより、各事業年度終了の日の翌日から 3 か月以内に

定時株主総会が招集されない常況にあると認められる場合、4 か月を超えない範囲内にお

いて申告期限を延長することができる（法人税法第 75 条の 2 第 1 項）。つまり、原則的

取扱いの 2 か月に加え、本特例の 4 か月が適用されることから、決算日の翌日から 6 か月

以内の延長が認められる。例えば、決算日が 3 月末日である企業については、最長で 9 月

末日までの延長が認められる。 

剰余金の配当は、臨時株主総会の決議の他、会計監査人設置会社の場合には、定款の定

めにより取締役会決議事項にすることができることから（会社法第 459 条第 1 項）、配当

基準日を決算日のままとし、議決権行使基準日のみを変更することもできる。 

例えば、議決権行使基準日を決算日である 3 月末日から 4 月末日以降に変更することで、

定時株主総会の開催日を 1 か月以上後倒しすることが可能になる。この場合、有価証券報

告書の提出期限の 1 か月以上後に、定時株主総会を開催することが可能になるため、日程

などの実務上の課題に直面することもなく、有価証券報告書の定時株主総会前提出を無理

なく実現することができる。上場企業が有価証券報告書の定時株主総会前提出を実現する

に当たり、基準日の柔軟化は重要な検討事項であると言える。 

 

４．決算期の前倒し 

「④ 決算期の前倒し」は、基準日及び定時株主総会の開催日を変更せずに、決算期の

みを前倒しする方法である（図表 6）。 

図表 6 決算期の前倒し（3 月期決算の前倒しの場合） 

 12 月末 3 月末 4 月末 5 月末 6 月末 7 月末 9 月末  

 
  

  
   

（出所）金融庁「有価証券報告書の定時株主総会前の開示に向けた環境整備に関する連絡協議会（第 2 回）事務

局説明資料」2025 年 3 月 18 日より野村資本市場研究所作成 

 

同実現方法は、基準日が決算日と異なる点では、「③ 定時株主総会の後倒し開催」と

共通しているが、有価証券報告書の提出日と定時株主総会の開催日までの期間をより確保

することができる。これは、有価証券報告書の提出期限が事業年度末後 3 か月以内である

ことによる。 
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Ⅳ 定時株主総会前提出に向けた段階的な取組 

１．実務上の課題に対する社内体制の整備 

金融庁は、有価証券報告書の定時株主総会前提出を実現する方法として、4 つの方法を

示した。いずれの実現方法によるかは、上場企業の社内体制の整備状況によるが、段階的

に取組むことが一般的であると考えられる。 

まずは、現行実務を拡大し、有価証券報告書を定時株主総会の前日ないし数日前に提出

できるように、社内体制の整備を進める。その後、有価証券報告書の前倒し提出を検討す

ることとなるが、現行のスケジュールでは困難であると判断した場合は、他社の動向を踏

まえつつ、定時株主総会の後倒し開催や決算期の前倒しを検討する。 

コーポレートガバナンス・コードの「原則 1-2. 株主総会における権利行使」では、上場

企業は、株主との建設的な対話の充実や、そのための正確な情報提供等の観点を考慮し、

株主総会開催日をはじめとする株主総会関連の日程の適切な設定を行うべきであるとして

いる3。企業と投資家の対話や定時株主総会の議案検討の質を高めていく観点からは、一

般的に、決算日から定時株主総会の開催日までの期間を十分に確保することが必要である。

これにより、決算及び監査のための時間的余裕の確保も図られ、企業は、有価証券報告書

を定時株主総会前に無理なく提出することができる。 

金融庁は、2025年 3月期以降の有価証券報告書の提出状況について実態把握を行い、有

価証券報告書レビューの重点テーマ審査において、定時株主総会前の提出を行わなかった

場合の今後の予定等について、調査を行うとしている4。企業経営者にとっては、長年続

いた実務慣行を見直すことに抵抗があるかもしれないが、一定の上場企業が、ファースト

ペンギンとなって定時株主総会の後倒し開催などに踏み切れば、追随する上場企業が次第

に現れてくることも想定される。 

既に財務報告の社内体制の整備が進んでいる上場企業においては、現行のスケジュール

のままであっても、定時株主総会前提出を実現できる余地はある。つまり、金融庁が示す

有価証券報告書の前倒し提出は、上場企業の中には実現可能なところもあると考えられる。 

定時株主総会資料である事業報告等は、2019 年 12 月に公布された「会社法の一部を改

正する法律」により、株主総会資料の電子提供を開始する日を「株主総会の 3 週間前の日

又は招集通知発送日のいずれか早い日」と定めている。招集通知の発送期限は株主総会の

2 週間前となっていることから、現行においても、事業報告等は定時株主総会の 3 週間前

に電子提供されている。また、国際比較の観点からは、米国では、大規模早期提出会社の

年次報告書の提出期限は、期末後 60 日以内である。日本の 3 月期決算企業に当てはめる

と、5 月下旬までに有価証券報告書を提出することになる。米国の大規模早期提出会社は、

既に有価証券報告書の前倒し提出に該当する対応を実施しているとも言える。 

 
3  東京証券取引所「コーポレートガバナンス・コード」2021 年 6 月 11 日。 
4  金融庁「株主総会前の適切な情報提供について（要請）」2025 年 3 月 28 日。 
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事業報告等と有価証券報告書では、開示事項が異なる部分がある。しかし、事業報告等

と有価証券報告書の一体開示を導入することで、企業の作成負担と監査対応の負担が軽減

されることから、有価証券報告書の前倒し提出の実現可能性は高くなる。 

事業報告等と有価証券報告書の一体開示についても、段階的な取組が示されている。関

係省庁は、一体開示に向けた上場企業内の段階的な環境整備の一環として、「一体的」開

示を提示している。一体的開示の「一体的」には、現行の実務（A ①）に対して、開示書

類の記載の共通化（B ①及び B ②）と、開示を同時に行う（A ②及び B ②）という 2 つの

一体化の考え方が含まれている（図表 7）。 

図表 7 一体開示に向けた段階的な取組 
 

 
開示時期 

別々に開示 ① 同時に開示 ② 

開示書類 
別々に作成 A A ①（現行の実務） A ② 

一体書類の作成 B B ① B ②（一体開示） 
（出所）経済産業省「事業報告等と有価証券報告書の一体的開示 FAQ（制度編）」2021 年 1 月 18 日よ

り野村資本市場研究所作成 

 

現行の実務では、事業報告等と有価証券報告書を別々に作成し、別々に開示している。

一体開示に向けた段階的な取組としては、まずは法定開示書類の一元化を図り、一体書類

である「有価証券報告書兼事業報告書」を作成する環境を整える（B ①）。社内体制の整

備状況によっては、完全な一元化を図らずとも、前述した部分的な一元化を行う。その後、

事業報告等と有価証券報告書を一体の書類として同時に開示を行う、最終形の「一体開示」

（B ②）を実現する。 

現行の実務（A ①）から最終形の一体開示（B ②）に向けた企業内の環境整備は、段階

的に進めることが考えられるが、具体的な取組方針は企業が任意で決定することになる。

一体書類は、定時株主総会に提出する事業報告等としても、有価証券報告書としても使用

が可能になる。 

 

２．定時株主総会前提出の実現後の留意点 

有価証券報告書の定時株主総会前提出は、株主提案などに変化を与える可能性がある。

特に、有価証券報告書には事業報告等には記載されていない情報が含まれているため、定

時株主総会前提出により情報の透明性が向上し、株主提案内容がより明確になることが想

定される。 

有価証券報告書の定時株主総会前提出により、投資家が新たに取得可能となる情報のひ

とつとして、2021 年 3 月期から導入された「監査上の主要な検討事項（KAM：Key Audit 

Matters）」がある。KAM とは、財務諸表監査の過程で監査役等と協議した事項のうち、
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監査人が特に重要であると判断した事項であり、金融商品取引法に基づく監査報告書に記

載が求められる5。2019年 12月 27日に公布された「会社計算規則の一部を改正する省令」

では、会社法上、KAM の記載は求められていない。つまり、株主総会資料として提出さ

れる事業報告等には監査報告書に KAM の記載はないが、有価証券報告書の監査報告書に

は KAM が記載されるため、今後、KAM の情報が定時株主総会前に提出されることになる。 

KAM が記載された監査報告書の定時株主総会前提出は、投資家の財務諸表への理解を

深め、投資先企業との建設的な対話を促進することが期待されており、従来の監査報告の

枠組みを大きく変えるものとして投資家の注目を集めている。KAM は、これまで定時株

主総会前には開示されていなかった、監査人が監査役等に対して行う報告内容を基にして

いるため、監査報告書の情報価値が向上し透明性が高まり、投資家に対する情報提供を充

実させるからである。したがって、有価証券報告書の定時株主総会前提出によって、

KAM が記載された監査報告書が提出されることは、投資家にとって極めて有用であると

言える。 

投資家は KAM を通じて、報告企業の監査プロセスや重要な財務リスクを理解しやすく

なるため、株主提案などを通じたエンゲージメントの内容がより明確化すると言える。報

告企業は、有価証券報告書の定時株主総会前提出によりさまざまな影響を受けることが予

想されるため、財務報告プロセスや定時株主総会の運営などについて、総合的に社内体制

を評価することが重要である。 

 

 

 
5  板津直孝「非財務情報開示を拡充する監査報告改革―KAM（監査上の主要な検討事項）導入への期待―」

『野村サステナビリティクォータリー』2021 年春号参照。 


